
廃棄物処理分野における
地域循環共生圏形成について

令和２年11月10日

環境省環境再生・資源循環局

廃棄物適正処理推進課



１．地域循環共生圏について

２．一般廃棄物処理における現状

３．地域循環共生圏を踏まえた将来の一般廃棄物処理の

あり方について
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日本の廃棄物行政の歴史
我が国は、時代によって変化してきた廃棄物に関する課題に対して、法制度の制定、改正等を行い、地方自
治体、民間事業者、住民等と協力して適正な廃棄物処理と資源の有効活用を推進し、循環型社会を着実に構
築してきた。 廃棄物に関わる法制度の歴史

年代 主な課題 法律の制定
1800年代後半
～1900年代前半

・伝染病（コレラ・ペスト）流行への対策
・公衆衛生の向上

・汚物掃除法（1900年）

戦後～1950年代 ・環境衛生対策としての廃棄物処理
・衛生的で、快適な生活環境の保持

・清掃法（1954）

1960年代
～1970年代

・高度成長に伴う産業廃棄物等の増大と
「公害」の顕在化
・環境保全対策としての廃棄物処理

・生活環境施設整備緊急措置法（1963）
・廃棄物処理法（1970）
・廃棄物処理法改正（1976）

1980年代 ・廃棄物処理施設整備の推進
・廃棄物処理に伴う環境保全

・広域臨海環境整備センター法（1981）
・浄化槽法（1983）

1990年代 ・廃棄物の排出抑制、再生利用
・各種リサイクル制度の構築
・有害物質（ダイオキシン類含む）対策
・廃棄物の種類・性状の多様化に応じた適
正処理の仕組みの導入

・廃棄物処理法改正（1991）
・産業廃棄物処理特定施設整備法（1992）
・バーゼル法（1992）
・環境基本法（1993）
・容器包装リサイクル法（1995）
・廃棄物処理法改正（1997）
・家電リサイクル法（1998）
・ダイオキシン類対策特別措置法（1999）

2000年～ ・循環型社会形成を目指した3Rの推進
・産業廃棄物処理対策の強化
・不法投棄対策の強化

・循環型社会形成推進基本法（2000）
・建設リサイクル法（2000）
・食品リサイクル法（2000）
・廃棄物処理法改正（2000）
・PCB特別措置法（2001）
・自動車リサイクル法（2002）
・産廃特措法（2003）
・廃棄物処理法改正（2003～06、10）
・小型家電リサイクル法（2013）

公
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会
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地
域
循
環
共
生
圏生活の質を

向上する
「新しい成長」
を目指す

あらゆる観点からイノベーションを創出
幅広いパートナーシップを充実・強化

第五次環境基本計画の基本的方向性

１.「地域循環共生圏」の創造。

２.「世界の範となる日本」の確立。

３.これらを通じた、持続可能な循環共生型の社会（「環境・生命文明社会」）の実現。

※ ① 公害を克服してきた歴史
② 優れた環境技術
③「もったいない」など循環の精神や自然と共生する伝統

を有する我が国だからこそできることがある。

※ 各地域がその特性を活かした強みを発揮
→ 地域資源を活かし、自立・分散型の社会を形成
→ 地域の特性に応じて補完し、支え合う

目指すべき社会の姿
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• 循環型社会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成に関する施策の基本的な方針、政府が総合
的かつ計画的に講ずべき施策等を定めるもの

• 平成30年（2018年）６月19日に第四次循環計画を閣議決定

第四次循環計画の構成

循環分野における基盤整備
①情報の整備 ②技術開発、最新技術の活用と対応 ③人材育成・普及啓発等

適正処理の
更なる推進
と環境再生

ライフサイ
クル全体で

の
徹底的な
資源循環

万全な
災害廃棄物
処理体制の
構築

多種多様な地
域循環共生圏
形成による地
域活性化

適正な国際
資源循環体制
の構築と

循環産業の海
外展開の推進

持続可能な社会づくりとの統合的取組
（環境的側面、経済的側面、社会的側面を統合的に向上）

第四次循環型社会形成推進基本計画（平成３０年６月閣議決定）の概要

循環型社会形成推進基本計画（循環計画）とは
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 ごみのリサイクル率 ： ２１％→２７％

 一般廃棄物最終処分場の残余年数 ：

２０１７年度の水準（２０年分）を維持

 期間中に整備されたごみ焼却施設の発電効率の平均値 ：

１９％→ ２１％

 廃棄物エネルギーを地域を含めた外部に供給している施設の割
合 ：４０％→ ４６％

 浄化槽整備区域内の浄化槽人口普及率 ：５３％→ ７０％
 合併処理浄化槽の基数割合 ： ６２％→７６％

 省エネ浄化槽の導入による温室効果ガス削減量 ：

５万t-CO2→１２万t-CO2

 廃棄物処理法に基づき、計画期間に係る廃棄物処理施設整備事業の目標及び概要を定めるもの。
 2018年度～2022年度を計画期間とする次期廃棄物処理施設整備計画では、人口減少等の社会構造の変化に

鑑み、ハード・ソフト両面で、３R・適正処理の推進や気候変動対策、災害対策の強化に加え、地域に新た
な価値を創出する廃棄物処理施設整備を推進。

廃棄物処理施設整備計画とは

廃棄物処理施設整備計画の構成

廃棄物処理施設整備計画
（平成30年６月１９日閣議決定）

（１）基本原則に基づいた３Ｒの推進
（２）気候変動や災害に対して強靭かつ安全な一般廃棄物処理システムの確保
（３）地域の自主性及び創意工夫を活かした一般廃棄物処理施設の整備

基本的
理念

（１）市町村の一般廃棄物処理システムを通じた３Ｒの推進

（２）持続可能な適正処理の確保に向けた安定的・効率的な施設整
備及び運営

（３）廃棄物処理システムにおける気候変動対策の推進

（４）廃棄物系バイオマスの利活用の推進

（５）災害対策の強化

（６）地域に新たな価値を創出する廃棄物処理施設の整備

（７）地域住民等の理解と協力の確保

（８）廃棄物処理施設整備に係る工事の入札及び契約の適正化

廃棄物処理施設整備及び運営の重点的、効果的
かつ効率的な実施

廃棄物処理施設整備事業の実施に
関する重点目標
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「エコタウン」政策（1990年代後半～）
 ゼロエミッションと産業振興・地域活性化を目的とし
て、各地で「エコタウン」の取組が開始。

 北九州市を始めとして、現在に至るまで取組を継続し
ている地域が存在。

 これまで、地域において循環型社会の形成に向け積み重ねてきた取組をベースとしつつ、
脱炭素や自然共生への取組、災害対応等の社会課題の同時解決を追求することで、資源
循環分野からの地域循環共生圏の構築を推進。

「地域循環圏」の形成（2008年～）
 2008年の第２次循環計画にて「地域循環圏」の形成を
柱として位置付け。

 地域において、3Rの高度化に向けた実証等に取り組み、
現在は地域循環共生圏の構築に向けた取組にも着手。

（参考）北九州エコタウンで展開するリサイクル事業とゼロエミッションを
目指した相互の資源循環の相関図 （参考）重層的な地域循環圏の具体的なイメージ

～循環型社会の形成に向けた地域におけるこれまでの取組の例～

地域における循環型社会形成に関する取組と地域循環共生圏の構築
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 「地域循環共生圏」創造の重要なポイント
 ①地域課題とニーズを適確に捉え、②対応する地域資源を発見・活用し、③縦割りを
超えた新たなパートナーシップを形成、地域連携を深化させ、④新たな価値を創造し、地
域経済循環を向上させる

 更に、「 」で課題を克服しつつ魅力を上げ、異分野との連携により
「 （統合的課題解決）」に深化させていく

地域循環共生圏は、 や、 にも大きく貢献
紹介事例は緒に付いたばかりで構想ステージのものも多い。今後、

を で進められるよう として最大限活動

各地域がその特性（課題・ニーズ）に応じ、地域資源を活かし、自立・
分散型の社会を形成しつつ、近隣地域と補完し、支え合うことで創造。
環境・社会・経済の統合的課題解決により脱炭素とSDGsが実現した、
魅力あふれる地域社会像。

地域課題
ニーズ

地域資源
固有価値

相互連携
パートナーシップ 新たな価値創造 地域経済循環

地域ビジネス促進

地域循環共生圏とは・・・ローカルSDGs

７



地域循環共生圏（日本発の脱炭素化・SDGs構想）
－ サイバー空間とフィジカル空間の融合により、地域から人と自然のポテンシャルを引き出す生命系システム － vol.25
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実績
推計値
高位(参考)
低位(参考)

1900年(明治33年)
4385万人

2100年
5972万人

年 2014(実績) 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100 2110

推計値
(万人)

12,724 12,533 11,913 11,092 10,192 9,284 8,323 7,430 6,668 5,972 5,343

高位(参考)

(万人)
12,724 12,609 12,187 11,511 10,754 10,038 9,257 8,520 7,936 7,410 6,919

低位(参考)

(万人)
12,724 12,456 11,652 10,695 9,669 8,601 7,494 6,484 5,599 4,791 4,091

実績値：大正8年以前は内閣統計局の推計による各年1月1日現在の日本国籍を有するものの人口。大正9年以降は「国勢調査」及び「人口
推計」による10月1日現在であり、昭和30年～45年は沖縄県を除く。（総務庁統計局「第六十九回日本統計年鑑令和2年」より）
推計値：日本の将来推計人口（平成29年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）における死亡中位仮定出生中位、高位(参考)：死亡低位
仮定出生高位、低位(参考)：死亡高位仮定出生低位

日本の将来推計人口
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人口減少・少子高齢化の進行①



○日本の総人口は2010年の1億2,806万人をピークに減少⇒2060年には9,284万人に
○2060年に高齢化率は約4割、生産年齢人口は1995年の約半分に

10

人口減少・少子高齢化の進行②



人口減少・少子高齢化の進行③
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一般廃棄物の組成割合（平成29年度）

○生活系ごみは減少しているが、事業系ごみ及び資源化率はほぼ横ばい。
○一般廃棄物は紙類、厨芥類の割合が多い。

※ 廃棄物の広域移動対策検討調査及び廃棄物等循環利用量実態
調査報告書(H30年度)

一般廃棄物の排出状況①
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○生活系ごみ、事業系ごみともに、紙類、厨芥類の割合が多くなっている。

※ 東京都一部事務組合実施結果※ 容器包装廃棄物実態調査結果

一般廃棄物の排出状況②
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ごみ焼却施設数の推移
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ごみ総排出量

一人一日当たりごみ排出量

850 g/人日

2025年
38,019 千t/日

2025年～2050年予測
①一人一日当たりごみ排出量
2025年：第四次循環型社会形成推進基本計画における2025年度目標値
2026～2050年：【上限】2025年度の排出量から変化なし

【下限】2009年～2017年実績(※1)と2025年目標値の減少率から推計
②ごみ総排出量
2025年：一人一日当たりごみ排出量に推計人口(※2)を乗じて算出
2026～2050年：【上限】一人一日当たりごみ排出量上限値（変化なし）に推計人口(※2)を乗じて算出

【下限】一人一日当たりごみ排出量下限値（推計値）に推計人口(※2)を乗じて算出
※1：一般廃棄物処理事業実態調査
※2：国立社会保障・人口問題研究所による平成29年度推計

将来、一般廃棄物はどうなるか
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２番目: 再使用Reuse

最終処分

３番目：再生利用 Recycle

５番目：適正処分

４番目：熱回収

処理
（リサイクル、焼却等）

天然資源の投入

消費・使用

生産
（製造、流通等）

廃棄

１番目: 発生抑制Reduce

３R＋Renewable
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災害・気候変動等への対応

・廃棄物の量減少と質変化
・人材確保と財政制約
・汚水処理システムの効率化
・ICT活用
・資源循環の促進
・感染症対策 等

・脱炭素化
・温暖化適応
・廃棄物処理施設の強靱化
・廃棄物エネルギー利活用 等

・市町村による
適正処理の責務

・3R＋Renewable

基本的な考え方

今後の廃棄物処理

３Ｒ＋Renewableの推進・適正処理の持続性を確保し、
地域を豊かにする廃棄物処理システムの構築基本理念

17

地域に新たな価値を生み出す廃棄物処理
⇒「地域循環共生圏」（ローカルSDGs）の創造

・地域活性化・地域産業の振興
・自立・分散型のエネルギーシステム
・災害時の防災拠点化 等

適正処理の確保を通じた
生活環境の保全、公衆衛生の向上



○廃棄物の量的・質的変化

・人口減少によるごみ総排出量の減少、高齢化の進展による紙おむつの増加等を踏まえたごみ処理

体制の再構築

・外国人観光客や外国人居住者の増加に伴う事業系ごみの増加やごみ質の変化に応じた収集運搬

体制の構築

○財政制約の高まり

・PPP/PFI事業の導入などの民間活用の実施

・市町村の処理責任を果たすため、連携先・委託先の民間事業者へのモニタリング体制の強化

・売電に頼り過ぎない長期的な視点からの廃棄物エネルギーの有効利用

○廃棄物処理システムの効率化

・廃棄物の広域的処理・処理施設の集約化

・全体最適の観点から廃棄物の種類ごとや施設整備時等に市区町村間で処理を分担する広域ネットワーク化

○ごみ出し・分別困難者の増加

・高齢者ごみ出し支援や安否確認等の福祉政策と連携した、地域の福祉向上に貢献する収集運搬

体制の構築

持続可能な適正処理の確保①

人口減少・少子高齢化等への対応
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○新型コロナウイルス感染症がもたらす社会変化

・廃棄物の発生場所や量・質の変化に対応する体制の構築

・非接触型の廃棄物処理システムの開発

○汚水処理システムの効率化

・人口減少にも柔軟に対応できる個別処理の特性を持つ浄化槽の整備

生活環境の保全・公衆衛生の向上



○廃棄物処理を支える人材の確保

・研修・情報交流・人材交流等の機会の創出

○施設の長寿命化・延命化

・ストックマネジメントを推進することによる長寿命化の実現

○ICTの活用

・AIやIoT等のICTを活用した運転監視の高度化・省力化・コスト低減、機器修繕・更新の最適化、選別の

自動化

○適正処理の確保・資源循環の促進

・品目・素材（プラスチック等）に応じた高度なリサイクル等の資源循環の促進

・リチウムイオン電池使用製品やスプレー缶など、廃棄、処理する際に危険性のある廃棄物の適切な回収・

処理・リサイクルシステムの開発

・広域認定制度等の活用を通じた製造事業者等による資源循環の取組促進

○食品ロス

・国民意識の向上による食品ロス削減に向けた排出段階での取組

・飼料化、肥料化、エネルギー回収等の徹底的実施

持続可能な適正処理の確保②

処理システム・体制の確保・効率化
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○廃棄物処理システム全体の脱炭素化

・廃棄物エネルギーの有効活用の推進

・AI・IoT等のICTの活用

○「適応」の観点からの検討

・気候変動による災害への備えはもとより、気温上昇や降水量増加に対応したごみ処理体制の確保

・感染症リスク回避のための廃棄物処理、公衆衛生の確保の役割増

○炭素循環プラント実現に向けた革新的技術開発

・ごみ焼却施設の炭素循環プラントとしての活用を目指した革新的技術開発

○災害廃棄物処理計画の策定や災害協定の締結等の「平時からの備え」

・これまでの災害での教訓に基づいた計画策定や国、地方自治体及び事業者等関係者間の連携・協力等

事前の準備

○廃棄物処理施設の耐震化・浸水対策等の強靱化

・大地震による大規模災害や気候変動による大規模な水害を想定した施設やシステムの強靱化

○災害時の自立運転も含めた廃棄物エネルギー利活用

・災害時において、自立運転を継続しつつ、避難所や地域にエネルギー供給する機能をもつ廃棄物

処理施設の導入の促進

災害・気候変動等への対応

気候変動対応

災害対応
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○地域活性化・地域産業の振興

・地域の資源循環拠点やエネルギーセンターとして機能することにより、地域産業の振興、企業誘致

や新規ビジネス創造促進

・漁業施設、農業施設へ蒸気や温水、電気等を供給することによる一次産業との連携

・食品廃棄物の堆肥化、飼料化による農家との連携や廃棄物系バイオマス、し尿処理施設等の連携

・廃棄物処理施設を人材育成につながる社会・学習施設としての拠点作り

・グリーンボンドの発行などを通じ資源循環・脱炭素化のための資金を地域内外から調達

○自立・分散型のエネルギーシステム

・工業団地、商業地域に立地し、蒸気や温水、電気等を隣接する工場、商業施設等に供給

・過疎地域、島嶼部等の中小廃棄物処理施設における地域の特性に応じた廃棄物エネルギー回収

技術の導入

・バイオガスの産業利用・水素源等としての有効活用

○災害時の防災拠点化

・廃棄物処理施設の避難所として活用、災害対策拠点へ熱や電気を供給するなど防災拠点化の推進

⇒「地域循環共生圏」（ローカルSDGs）の創造

産業や循環の基盤施設と繋がる地域循環共生圏
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地域循環共生圏を踏まえた一般廃棄物処理のあり方のイメージ（たたき台）について

（２）地域循環共生圏イメージ図作成にあたっての考え方

地域産業
×

関連して想定される
地域資源･固有価値

一般廃棄物
の処理方式

（特性＝強味･弱み）

地域産業と処理方式の
組み合わせの適合性

■地域産業と一般廃棄物処理の連携の
整理

代表的な地域産業の
組み合わせについて、
地域間や処理方式間
で連携が行われるこ
とも踏まえ集約した
サブモデルを作成、
各自治体があてはめ
て想像しやすいよう
地域特性を表す森里
川海の下絵に反映さ
せることでイメージ
図を作成

■イメージの作成

■代表的な地域産業の組み合わせの想定

＜地域製造業連携モデル＞
高温蒸気を使う工場（製造業等）
が立地する地点や工業団地の近傍に
廃棄物処理施設を立地させている

ケース。

＜農林水産業連携モデル＞
農林水産業と連携するパターン
のうち林業を含むケース。

イメージでは中山間地に配置。
※畜産農業は盛んではない想定。

＜農業連携モデル＞
農林水産業と連携するパターン
のうち林業を含まないケース。
イメージでは平野に配置。
※畜産農業が存在する想定。

■将来（2050年）の温室効果ガス
大幅削減の社会像（脱炭素社会）

 地域産業との連携や他の地域資源と組み合わせた活用によって、地域の課題解決への貢献や地域経済
循環の改善を通じて地域の社会経済面を向上させ、結果として地域の脱炭素化、さらには我が国全体
としての脱炭素社会の実現に寄与する方策の追求が求められる。

 地域循環共生圏の創造に向けては、「エコタウン」や「地域循環圏」の考え方を基盤として、地域の
状況や循環資源ごとの性質などに応じて周辺や他の地域と共同して最適な規模での資源循環を重層的
に実現していく。

「地域循環共生圏」創造の重要なポイント

地域課題
ニーズ

地域資源・
固有価値

相互連携
ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ

新たな
価値創造

地域経済循環
地域ビジネス

促進
× × ＋

（１）廃棄物処理からみた地域循環共生圏創造のアプローチ

＜地域ユーティリティ産業業連携モデル＞
コンパクトなまちづくりを進める中で、
廃棄物処理施設を地域のエネルギー
センターとして市街地に立地させて

いるケース。

脱炭素産業資源循環
連携主導型

農
林
水
産
資
源

連
携
主
導
型

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業

連
携
主
導
型

素材等の産業の集積がある地域で、
資源循環を通じた産業の脱炭素化が

図られているケース。
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■天然資源から再生可能資源への転換



水力発電

脱炭素産業資源循環連携主導型

メタン
発酵施設

農業連携モデル

住宅 中継施設

ソーラーシェアリング
地域の電源
として活用

施肥の
自動制御

し尿・
浄化
槽
汚泥

事業所

施設園芸

CO2
貯留
タンク

CO2

CG
S

地域エネ
会社

電力アグリゲート
ビジネス

世界最先端･最高水準
のグリーン製造プロセス

団地 メタン発酵+焼却
(コンバインドシステム)

ZEH・ZEB再エネ活用による
防災・減災拠点整備

公共施設
等

熱需要の脱炭素化には、再エネ熱も活用しつつ
•電化（カーボンフリー電気が前提）
•カーボンフリー都市ガス（既存インフラ活用）
•排熱利用型地域熱供給（熱導管整備が必要）
の選択・組合せが地域ごとに必要ではないか

• オフライン熱輸送の可能性はどうか

メタン
発酵施設

公共施設
等

地域エネ
会社 農業

液肥
液肥散布車

液肥
タンク

可燃ごみ
（生ごみ
以外）

固形
残渣

ごみ･木質
複合発電施設

事業所

持続的な
農林水産業

↓
里地里山保全、
観光促進

液肥利用・
肥料散布
省力化

し尿・
浄化槽
汚泥

生ごみ

CLT

再エネビジネス
（バイオマス）

CGS

農業

農業

農業
残渣

農作物

畜産
家畜
ふん尿牧草

堆肥

住宅

液肥

地域内の
再生処理

地域資源の
一体的処理

地熱発電

農
林
水
産
資
源
連
携
主
導
型

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
連
携
主
導
型

製紙産業

鉄・その他
金属 等

脱炭素を支える
材料・製品供給

チップ

資源循環分野からの地域循環共生圏モデルのイメージ（たたき台）

スラグ

セメント

鉄・非鉄金属製品

液肥
タンク

液肥

農業

液肥散布車
液肥利用・
肥料散布
省力化

液肥

資源作物

資源化施設 資源ごみ

静脈産業
育成

：熱
：電気
：資源

：効果 (地域の資金流出減)
：効果 (地域の資金流入増)

：お金

焼却灰

資源化
施設

調整力とし
ての活用
(VPP等)

都市
ガス管

その他の
資源化物

住宅

事業所

小売店

融資

未利用材

地域
金融機関

太陽光パネル
の設置サービス

事業所住宅 飲食店

IoT、AIによるごみ
焼却のスケジュール・
制御の最適化

食品
廃棄物

EV収集車

地域
金融機関

静脈産業
育成

可燃ごみ
（生ごみ以外）

地域内の
再生処理

地域
金融機関融

資

出資者
出資

配当

投資

オーガニック
素材をベース
とする素材
イノベーション

アレンジャー

投資家

グリーン
ボンド

高温
蒸気

再エネ由来電気が主
であるため化石燃料
削減(代替)効果の大
きい蒸気供給を選択

焼却施設

IoTを活用した分散型
エネルギーの統合制御

地域の
防災力向上・
強靭化

風力発電
再エネビジネス（風力）

林業

原料
集積基地

流
木

地域の特性に応じた再エネ
が地域のオーナーシップ
で活用されている

農林水産業連携モデル

地域ユーティリティ産業連携モデル 地域製造業連携モデル

下水道管

インフラの
有効活用

下水処理
施設

・・

発電に影響
しないタービン
排気熱を活用

カセットバッテリー

分離
CO2
カーボンフリー
都市ガス

H2
配電･小売
ビジネス

木材加工・
販売

ESG
地域金融

林業
活性化

飛灰

焼却灰

再エネ大量導入が
実現されている

蒸気を
使う工場

可燃ご
み

再エネ
熱ビジネス

森林
整備費用

動植物
性残さ

バイオガス発電
の調整力として
の活用(VPP等)

可燃ごみ指定袋
などへのバイオプ
ラスチック利用

農林業機械
電化等

地域資源の
一体的処理

狩猟業

養殖での
加温等に活用

残滓
水産業

（内水面漁業・海面漁業）

ブランド化された
農林水産品
への資金の還流

食肉

農作
物

肉片、
骨、革

水産残渣

ペットフード、
飼料、革クラフト

固形燃料

化石燃料代替
脱炭素化・

産業競争力向上

地域内の
エネルギー
融通

バイオマス・
リファイナリー

‧ ESG金融の拡大
‧ 脱炭素化プロジェ
クトの投資

一部産業の化石
燃料消費、調整電
源の大半の火力は
CCS/CCUが実装

金属産業

電炉 非鉄精錬
金属等の

高効率リサイクル
技術の開発

可燃ごみ

排水
処理

LNGｻﾃﾗｲﾄ

災害廃棄物
の受け入れ

災害廃棄物
の受け入れ

停電時も
自立稼働

地域の
強靭化

災害対応機能を強化した
地域エネルギーセンター

住宅

小売店

紙おむつ増
への対応

高齢者
ごみ出し
支援

少子高齢化
外国人共生社会

外国人
観光客増

地域エネ会社

カフェ・
直販所

燃料化施設

CNF

軽くて
丈夫な
代替素材

広域連携に
よる熱回収

まちの
賑わい施設

廃食油

温水

BDF精製

BDF

生ごみ

食品工場

水産業
（陸上養殖・
漁耕栽培）

地域産業創生

IoT、AIを活用した
収集作業の効率化

高温蒸気

地域エネルギー
事業連携

主導型に集約

脱炭素型
製錬技術

地域のエネルギー
収支改善

プラ・古紙

バイオガス

CCUS

焼却施設

炭素循環
プラント

3D
プリンター等
製造技術

フィードストック
リサイクル

原材料レベルへの
還元をベースとする
循環イノベーション

RE100工場

化学産業

プラスチック等の高度資源
循環技術の開発

プラント
活用技術
(前処理､
触媒等)

紙製品

メタン・エタノール等
の資源

H2

蒸気供給
インフラ

バイオ
プラスチック等

CCU由来
プラスチック等

資源ごみ

可燃ごみ

環境配慮型
製品

脱炭素
インフラ
への融資

事業所

化学繊維､塗料

既存動脈産業有効活用

資源循環産業
集積エリア

資源循環ビジネス
（廃棄物､食料､プラ等
の先進的リサイクル）

地域
金融機関

軽くて丈夫な
オーダーメイド
製品の提供

素材情報
デジタル化

感染症を踏まえた
非接触型回収

セメント
産業

分別への
AI活用

蓄熱輸送
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構成要素の検討

○生成物
・電気
・熱
・燃料
・CO2
・肥料
・金属

○廃棄物
・生ごみ
（食品廃棄物）
・可燃ごみ
・廃プラ
・古紙・古繊維類
・草木類
・し尿･浄化槽汚泥
・下水汚泥
・家畜ふん尿
・小型家電

①地域資源／循環資源

○処理施設
・ごみ焼却施設
・メタンガス化施設
・堆肥化施設
・飼料化施設
・し尿処理施設
・下水処理施設
・資源化施設
・燃料化施設

③技術要素
・焼却 ・油化
・メタンガス化 ・堆肥利用方法
・発酵乾燥 ・発電
・炭化 ・熱利用

・IoT・ICT ・CCUS
・エネルギーマネジメント（蓄電・ｽﾏｰﾄ化）
・EV収集車 ・バイオプラ
・非接触型処理

④性能
指標

⑥留意点
・ごみ処理の問題（紙・厨芥類の資源化率向上）
・中国の輸入規制（プラ、古紙等）
・広域化 ・地域性
・新型コロナをはじめとした感染症対策
・人口減少・・高齢化 ⇒地域福祉向上
・産業振興 ・相互連携による全体最適化

⑤効果／目標

■効果
・地域の資金流出減
化石燃料代替
地域内の再生処理
インフラの有効活用
外部肥料の減

・地域の資金流入増
静脈産業育成
農林水産品のブランド化
観光促進
新規ビジネス創出
雇用の新規創出

・地域の防災力向上･強靭化
・地域課題の解決
・脱炭素社会構築
・人のつながり

■目標
・循環型社会
・生物多様性
・脱炭素社会
・プラ資源循環戦略
・地域経済活性化

・ｴﾈﾙｷﾞｰ供給量
(世帯数換算)
・地域内資金
流入･流出
・構成主体数

②施設／活動主体

○活動主体
・工場（化学、セメント、鉄鋼、非
鉄、パルプ・紙等）
・農林水産業（林業、耕種農業、
畜産農業、水産業）
・電気・ガス・熱供給事業
・小売店（食品、衣料等）
・飲食店
・金融機関
・事務所
・NPO
・公共施設
・集合住宅
・戸建住宅

：熱
：電気
：資源

・住民１人当たりの地
域資源・循環資源量
・地域の資源生産性

・住民１人当たり廃
棄物排出量
・リサイクル率
・最終処分量
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資源循環政策を通じた地域循環共生圏の創造に向けて

• 廃棄物処理は地域の生活環境保全及び公衆衛生向上の観点から必要不可欠であり、
また、廃棄物処理施設は地域の廃棄物処理や資源循環を担う根幹的インフラ

• 一方、廃棄物処理施設は一般的に迷惑施設として認識されており、地域住民の理解と
協力の確保には地域の創意工夫による不断の取組が必要

現状認識

「地域循環共生圏」（ローカルSDGs）の創造

これまでも、地域において循環型社会の形成に向け積み重ねてきた「エコタウン」や「地域循環圏」の
取組をベースとしつつ、脱炭素や自然共生への取組、資源制約や災害対応、地域振興等の社会課題の同時
解決を追求することで、資源循環分野からの地域循環共生圏の創造を推進していく

既存のエコタウンや地域循環圏の取組を含む地域資源／
循環資源の活用状況を分析、共有していく

優良事例の分析、共有

地域資源の掘り起こし将来像の提示

ステークホルダーとの対話・オープンな場での
意見交換等を通じ、関係者間でイメージが共有
できるような中長期的な将来像を提示していく

地域が主体的に、地域資源／循環資源を施設／
活動主体等に応じた活用の可能性を追求

FS事業、設備導入支援、
交付金等による支援

25
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お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促進事業

事業イメージ

交付金・間接補助事業（交付・補助率1/2、1/3、定額）

近年、気象災害が激甚化しており、台風や豪雨等により大きな被害がもたらされている。今後
、気候変動により更に災害リスクが高まると予測されており、「気候変動×防災」の観点で災害
に強く環境負荷の小さい地域づくりが国を挙げての喫緊の課題となっていることから、再生可能
エネルギーや未利用エネルギーを活用した自立・分散型エネルギーの導入や省エネ効果に優れた
先進的設備の導入支援が必要である。具体的に、以下の事業の一部を補助する。
（１）交付金
・新設（エネルギー回収型廃棄物処理施設）：1/2、1/3交付
・改良（エネルギー回収型廃棄物処理施設、マテリアルリサイクル推進施設）：1/2交付
・計画・調査策定（計画支援・長寿命化・集約化）：1/3交付

（２）補助金
①新設（エネルギー回収型廃棄物処理施設）：1/2、1/3補助
②改良（エネルギー回収型廃棄物処理施設）：1/2補助
③電線、変圧器等廃棄物発電により生じた電力を利活用するための設備：1/2補助
（災害時の非常用電源となるEV収集車・船舶：差額の2/3補助、蓄電池：1/2補助）

④熱導管等廃棄物の処理により生じた熱を利活用するための設備：1/2補助
⑤廃棄物処理施設による未利用熱及び廃棄物発電の有効活用に係るFS調査：定額補助

① 廃棄物処理施設で得られるエネルギーを有効活用し、エネルギー起源CO2の排出抑制を図りつつ、当該施設を中心
とした自立・分散型の「地域エネルギーセンター」の整備を進める。

② 廃棄物処理施設で生じた熱や電力を地域で利活用することによる脱炭素化や災害時のレジリエンス強化等にも資す
る取組を支援する。

自立・分散型の「地域エネルギーセンター」の整備を支援します。

【令和３年度要求額 25,950百万円（25,950百万円）】

上記2．(1)、(2)①② ：市町村等
(2)③④⑤エネルギー供給側：市町村等

エネルギー需要側：市町村等･民間団体等
平成27年度～

環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 電話：03-5521-9273

■対象

廃棄物処理施設を中心とした自立・分散型の
「地域エネルギーセンター」「災害時のレジリエンス強化」の構築

高効率ごみ発電設備等の導入により、周辺
施設への電気・熱供給を可能とする。

電
気
・
熱
の
供
給

公共施設への
エネルギー供給

熱供給(プール、
浴場、冷暖房等)

産業へのエネルギー供給

製造、加工
(高温利用）

●工場等への大規模熱供給

熱のカスケード利用

生産(温室への低温利用等）
●熱需要施設の組み合わせ利用

ごみ収集

公園

災害時
送 電

ごみ処理施設
市役所

廃棄物発電電力を災害時の非常用電源として有効活用

ごみ収集

EV収集車

送 電

ごみ
処理施設

充電設備

充電済電池

平常時

例 EV収集車による収集
運搬低炭素化

充電済電池

充電設備
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廃棄物焼却施設（クリーンセンター）の新設に当たり、周辺住
民や有識者等による協議会を設置し、設備・デザインの方針等につ
いての話し合いを重ね、地域と一体になった施設作りを行った。

ごみ焼却に伴う廃熱回収による蒸気と発電電力を、周辺公共施設（庁舎、体育館、コミュニティセン
ター等）に供給するため、付帯設備（熱配管、電力自営線等）の設置・改修を行った。

公共施設のエネルギー供給拠点

廃棄物焼却施設の外観

（出典：武蔵野市資料）

導入の経緯

地域住民の協力のもと、迷惑施設問題をプ
ラスに転換し、最新鋭のプラント技術を導入し
て周辺環境を整備した。
「災害に強い施設（災害時エネルギー供給
拠点）」、「開かれた施設」、「安全・安心な
施設」、「景観及び建築デザインに配慮した施
設」として建設し、運用している。
また、CO2削減効果についても当初の計画を
達成している。

導入の効果

CO2削減量＝約2,270 t-CO2/年
CO2削減コスト＝約490円/ t-CO2

CO2削減効果

〔新武蔵野クリーンセンターの焼却炉処理能力＝120t/24h〕

地域のエネルギーセンターとしての可能性を追求した事例（武蔵野市）
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従来の可燃ごみの中間処理では、３組合がそれぞれ民間企業へ委託
し、焼却処分を行っていたが、民間企業の事業撤退を受けて平成22年
に広域連合を設立、平成25年４月より可燃ごみの広域処理を行う「中・
北空知エネクリーン」（処理能力85トン／日）の稼働を開始した。余熱
利用として、蒸気タービンで発電を行い施設内機器等（ロードヒーティン
グを含む）の電気を全てまかない、余剰電力は売却している。

北海道の中・北空知地域のごみ処理は、広域な地域を３ブロック（３組合）に分けて集約し、生ごみ、不
燃ごみ、粗大ごみ及び資源ごみは組合ごとに中間処理を行い、可燃ごみについては３組合から５市９町で
構成される中・北空知廃棄物処理広域連合の焼却施設に運搬され、当該広域連合で焼却処分を行って
いる。

導入の経緯

３組合は、それぞれバイオガス化施設を整備し、メタンガスのエネルギー
利用や残渣の堆肥化等を行っている。

地域循環共生圏に資する取組

深川市、妹背牛町、秩父別
町、北竜町、沼田町 → → 北空知衛生センター組合

（バイオガス化）
滝川市、芦別市、赤平市、
新十津川町、雨竜町 → → 中空知衛生施設組合

（バイオガス化）
砂川市、歌志内市、奈井江
町、上砂川町、浦臼町 → → 砂川地区保健衛生組合

（バイオガス化）

→ 中・北空知廃棄物処理広域連合
（高効率発電）

生ごみ

他の可燃
ごみ

バイオガス化施設で自家消費

売電

残渣
堆肥化

残渣
堆肥化

残渣
堆肥化

残渣堆肥化

広域化によるごみ処理の役割分担の事例（中・北空知地域）
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地域に新たな価値を創出する廃棄物処理施設の整備
回収したエネルギーを電気や熱として活用することによる地域産業の振興

平成30年７月から稼働した八代市環境センターでは、隣接する八代漁業
協同組合増殖センターへ温水の供給を行う。
熱源のみの供給で、80℃の温水を供給し、増殖センター水槽内の配管

で熱交換し海水を温める（10℃⇒18℃）。熱交換後の戻り温水は60℃
で、再度80℃に加温しポンプで循環する流れとなる。
養殖センターではヒラメやエビ類の稚魚育成が行われる。
温水の供給期間は冬季のみ（１月から３月）となっている。

（出典：八代市HP）

事業の概要

•イニシャルコスト（設計費、工事費等）、ランニングコスト（水道代、
薬剤費、道路使用料、）について供給先に負担を求めない。（無償）

•地域のCO2削減
Ａ重油19,272ℓ/年（二酸化炭素 52,227kg-CO2／年）の削減効果

事業の効果

施設の概要
施設規模 134ｔ/日（ストーカ方式：67ｔ/24ｈ×２系列）
熱供給量 2,420MJ/ｈ（メーカー設計値）
供用開始 平成30年７月
事業方式 DBO方式（運営期間：20年間）

八代漁協増殖センター

廃棄物焼却施設の外観

クルマエビ ヒラメ
稚魚育成

地域のエネルギーセンターとしての可能性を追求した事例（八代市）
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日本初のLRT新規整備をきっかけとした地域の低炭素化を推進し、廃棄物エネルギー等の再生可能
エネルギーを地産地消するビジネスモデルの構築を目的として、地域新電力を立ち上げ、廃棄物発電
による電力をLRT・公共施設に供給し、収益を地域の低炭素化に還元する。

本事業の検討を行った「低炭素で安心・安全なまちづくり懇談
会」メンバー
【経済】宇都宮商工会議所、あしぎん総合研究所
【金融】足利銀行、栃木銀行
【交通】宇都宮ライトレール、栃木県バス協会、

栃木県タクシー協会
【エネルギー】東京電力エナジーパートナー、東京ガス
【学識】宇都宮大学
⇒市が51%出資すると仮定して事業採算性を検討。
パートナー企業は今後探索。

事業体制

【CO2排出削減効果】
4,533t-CO2/年 （約1001世帯分の排出量）

【再生可能エネルギー利用量】
11,304MWh/年（約2571世帯分の電力）※非FIT分

【地域経済付加価値】
5,585万円/年（うち新電力の純利益は地域に還元）

【行政コスト削減】
公共施設電力料金 455万円/年削減
廃棄物発電の売電収入 1,469万円/年増加

⇒将来的に市内の家庭・事業者の卒FIT電源を調達することで
再エネの維持につなげる。

事業効果（目標年度：2022、基準年度：2018）

2018：基礎調査 2021：公共施設供給開始
2019：詳細調査 2022：LRT供給開始
2020：地域新電力会社設立 2022以降：事業拡大

事業スケジュール

〔環境省 地域の多様な課題に応える低炭素な都市・地域づくりモデル形成事業〕

事業概要

事業イメージ（目標年度：2030）

LRT
“ゼロカーボン
トランスポート“

市内
再生可能エネルギー

LRT・公共施設

バイオマス発電
（一般廃棄物
・下水汚泥）

家庭用
太陽光発電
（卒FIT）

地域新電力会社

電力買取

電力供給

電力供給

収益還元
• 公共交通ネットワークの低炭素化・充実化
• 再エネの導入・メンテナンス支援（卒FIT対策）

宇都宮市 地域の事業者

地域新電力会社

出資 出資

ＴＣにおける
再エネ設備導入

ＴＣ周辺街区
への設備導入

端末交通における
ＥＶバス等導入

モーダルシフト

例：ヤマト運輸（京福電鉄）

TC シェアサイクル

EVバス

急速充電
コージェネレーションを
活用したまちづくり

LED蓄電池

デジタル
サイネージ

太陽光

貨客混載

LRT沿線の低炭素化

公共施設

市内
再生可能エネルギー

廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏に資する事例（宇都宮市）
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エネルギー回収型廃棄物処理施設で生じた未利用熱を、発電と隣接する都市ガス事業者に供
給し、循環型社会および低炭素社会の構築を目指す。

・複数の中間処理施設の管理による効率性の低さ、処理費増大
・施設の老朽化による維持管理費の増大
・平成30年度末の福山リサイクル発電事業の契約満了

（出典：市HP）

背景

重点施策の一つとして「新ごみ処理システムの構築」と位置づ
け、廃棄物の効率的な処理システムの構築を目的とし、廃棄物
処理施設の集約化を図り、環境性能、経済性能、社会性能及び
安全性能の４つの観点から、エネルギー回収型廃棄物処理施
設等として整備し、隣接する大竹市で発生する可燃ごみ等を長
期的かつ安定的に処理する施設

事業の概要

施設の概要
施設規模 150ｔ/日（全連続流動床炉75ｔ/24時間×2炉）

熱供給量 約77,400GJ／年

供用開始 平成３１年４月

事業方式 DBO方式（運営期間：２０年間）

・可燃ごみ処理を人口が集中する沿岸部に集約
・効率的な収集運搬と処理を行うことで、環境負荷の低減と
コストの削減

・将来的な建替えのために、まとまった土地の確保
・エネルギー事業者との連携が可能な臨海部を選定 廃棄物焼却施設の外観

隣接する都市ガス工場とのエネルギー連携イメージ

検討

新ごみ処理システムの構築
 

 
    
    
    

 

 

 

                                 

 

● 
● 

● 
▲

 

大竹市 

沿岸部 
（廿日市地域・大野地域） 

山間部・内陸部 
（吉和地域・佐伯地域） 

島しょ部 
（宮島地域） 

佐伯クリーンセンター 
（廃止） エコセンター 

はつかいち 
（ＲＤＦ施設廃止） 

大野清掃センター（廃止） 

宮島清掃 
センター 
［中継施設］ 

はつかいち  
エネルギー 
クリ ーン  
センター 

● 

凡   例 

▲ 新ごみ処理施設 

● 現一般廃棄物処理施設 

 一般廃棄物の流れ 

 

廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏に資する事例（廿日市市）
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【実施場所】
・浮島処理センター
【導入台数】
・給電蓄電システム１基
・EVパッカー車１台
【CO2削減効果】
・約8.9t-CO2/年
●災害時にEVパッカー車を
防災拠点等へ移動させ、
非常用電源として活用。

川崎市の概要
【実施場所】
・東部クリーンセンター
【導入台数】
・給電蓄電システム１基
・EVパッカー車１台
【CO2削減効果】
・約12.9t-CO2/年
●災害時にEVパッカー車を
防災拠点等へ移動させ、
非常用電源として活用。

所沢市の概要

川崎市 EVパッカー車（市HPより） 所沢市 EVパッカー車（市HPより）

ごみ焼却施設における廃棄物発電で得られた電気を電池ステーションへ送電して電池を充電し、
電動ごみ収集車（EVパッカー車）に搭載して収集運搬業務を行い、CO2排出量を削減し、低炭素
社会を実現

廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏に資する事例（川崎市、所沢市）
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 市の西部・東部環境工場の発電を一体化、地
域の公共施設に供給

 近隣の防災拠点には自営線を敷設し電力供
給し、防災機能の充実化を実現

 需要側での蓄電池制御＋マネジメントシステ
ムによる全体制御

 電力供給先のCO2排出量8割以上減、再エネ
利用率=地産地消率は95％に

「官民の双方が主体性を持った地域エネルギー事業会社」を設立し、公共と民間が共同で事業運営を
担うことで地域に根ざした持続可能な経営を追求し、公共施設等での再生可能エネルギーの地産地消
と災害に強い自立・分散型のエネルギーシステムの構築により、地域循環共生圏の実現を目指す。

事業概要

エネルギーマネジメント設備の概要

事業イメージ

＜全般＞
・周辺市町村への事業拡大（連携中枢都市圏16市町村での取組）
＜省エネ対策事業＞
・蓄電池導入推進（20箇所程度）
・全公共施設照明のＬＥＤ化支援
・省エネ設備更新支援 （地域エネルギー会社によるＥＳＰ等）
・エネルギー多消費施設のエネルギー関連設備運用
（例：市民病院エネルギーセンターの運用受託）
＜再エネ推進事業＞
・リユース太陽光・リユース蓄電池の教育施設等への導入
・小水力発電等導入
・卒ＦＩＴ対応
その他、「5歩先を行く」地域エネルギー事業を目指す

今後の取組

事業概要

廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏に資する事例（熊本市）
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21世紀のごみ処理施設（今治モデル）を目指し、次の３つの柱を掲げている。
①廃棄物を安全かつ安定的に処理する施設
②地域をまもり市民に親しまれる施設
③環境啓発・体験型学習及び情報発信ができる施設

地域の防災拠点として、指定避難所に位置づけ、地域防災計画にも明記している。
災害時、320人が避難可能なスペース及び７日分の防災備蓄品（生活用品、衛生用品、
水、食料品）を備えている。
地域に親しまれる施設として、環境啓発の見学者ホール、多目的室、大研修室等を市
民に開放。

事業の概要

●非常用電源により、災害時の避難所への電力供給とプラントの立ち上げが可能
●事業継続計画（BCP）を策定。リスクと被害を想定し、強靱化を図るとともに、非常
用の燃料や薬品等を7日分備蓄している。
●避難所開設時にプライバシー確保のためのパーテーションを備蓄。
●公共インフラの寸断に備えて地下水揚水設備を完備。飲料水及びプラント用水の確保
が可能。
●災害用マンホールトイレを備え、避難者320人1週間分以上の汚水貯留ピットを整備。
●災害時は災害対策本部の指揮下でSPCが協力する協定を締結。

取組のポイント

施設概要
施設規模 174ｔ/日（ストーカ方式：87ｔ/24ｈ×２系列）
発電出力 蒸気タービン発電機：3,800kW
供用開始 平成30年４月
事業方式 DBO方式（運営期間20年間）

（避難所）

（災害用マンホールトイレ）（環境学習コーナー）

廃棄物焼却施設の外観

（備蓄食料品）

地域の防災拠点として、大規模災害時にも稼働を確保することにより、電力供給や熱供給等の役割も期待

地域の防災拠点としての役割を目指した事例（今治市）
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お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業

事業イメージ

委託事業

2015年のパリ協定を受けて、2050年度の温室効果ガス排出量を80％削減するため、廃棄物分
野においても一層の脱炭素・省CO2対策が喫緊の課題となっている。

①そこで脱炭素や自然共生への取組、災害対応、地域振興等の社会課題の同時解決を追求すべく、
地域循環共生圏構築が進まない自治体が抱える課題を解決するため、施設の技術面や廃棄物処
理工程の効率化・省力化に資する実証事業や検証等を行い、地域循環共生圏の地域モデルとな
り得るポテンシャルを調査・支援する。

②廃棄物処理システム全体の脱炭素化・省CO2対策を促進するため各種検討調査を行い、地域の
特性に応じて最適な循環資源の活用方策の検討を行い、実証等で得られた知見と共にとりまと
めてガイダンスを策定し、循環分野からの「気候変動×レジリエンス」や地域循環共生圏の構
築を推進していく。

①脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業 （400百万円）
（地域循環共生圏構築課題解決型技術実証等）

②廃棄物処理システムにおける脱炭素・省CO2対策普及促進事業 （100百万円）
（脱炭素・省CO2対策普及促進方策検討調査、ガイダンス策定等）

① 脱炭素や自然共生への取組、災害対応、地域振興等の社会課題の同時解決を追求すべく廃棄物処理施設における地域資源の活
用・防災拠点化等の技術評価検証を実施し、地域循環共生圏の地域モデルとなり得るポテンシャルを調査・支援する。

② 地域の特性に応じた最適な廃棄物処理システムにおける循環資源の活用方策の検討を行い、脱炭素・省CO2対策のガイダンス
を策定し、循環分野からの「気候変動×レジリエンス」や地域循環共生圏の構築を推進していく。

廃棄物処理システムにおける地域の「気候変動×レジリエンス」と地域循環共生圏構築を同時に実現します。

【令和３年度要求額 ５００百万円（新規）】

民間団体

令和３年度～令和７年度

環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 電話：03-5521-9273

■委託先

技術実証例 熱利用の高度化

技術実証例 大規模メタン化施設

電気

熱

【課題例】

【解決策例】

電気はごみ処理施設等で自家消費

小規模のため地域エネルギー
センターの役割を担えず

大規模メタン化施設による
地域エネルギーセンター

ごみ焼却施設

メタン化施設

大規模メタン化施設
災害時も活用

電気

高圧蒸気

低圧蒸気
復 水

電 気

大規模
蒸気蓄熱

ごみ焼却
施設

ヒート
ポンプ

電気
ヒーター

再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰ

工場等

地域での熱・電気の高度化利用実現
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脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業

これまでの事業成果と今後の課題
2013～2016

廃棄物系バイオマス
利活用導入促進事業

2017～2020
中小廃棄物処理を通した
資源循環・エネルギー回

収促進方策モデル
調査検討事業

脱炭素化・先導的処理システムの実装に向けた今後の課題

 廃棄物系バイオマスの
利活用に向けた自治体
関係者等の手引きとなる
マニュアルを策定

 中小廃棄物処理におけ
る資源・エネルギー回収
促進方策（メタン化等）
を活用した地域循環共
生圏のモデルを提示

2013～2015
廃棄物発電

高度化
支援事業

2016～2018
廃棄物ｴﾈﾙｷﾞｰ
利活用計画
策定検討調査

2018～2020
廃棄物処理システムにおける

脱炭素・省CO2対策
普及促進事業

 廃棄物ｴﾈﾙｷﾞｰ利活用
方策の選択肢や計画的
な進め方を普及するた
めのマニュアル・指針を
策定

 廃棄物ｴﾈﾙｷﾞｰ利活用を
中心とした脱炭素型処理
システムを普及するための、
ガイダンスの作成＋情報
ネットワーク構築

技術的課題
・熱利用の高度化（需給管理、蓄熱等による用途拡大）
・ メタン化処理の高度化（大規模、多様な資源循環への対応）
・低質ごみ時の高効率エネルギー回収方策
・廃棄物処理施設を核とした地域マイクログリッドの構築等

地域循環共生圏の実現
・廃棄物処理システム内で可能な低炭素化が主たる
対象となっており、地域循環共生圏の構築に向けて
は、周辺施設、関係機関等の多様な主体を巻き込
んだ取組が必要

①処理システム実証事業（技術実証）
・地域循環共生圏のモデルを実現していくにあたって
の技術的課題の解決に向けた実証事業の実施

②普及促進事業（検討調査・ガイダンス策定）

・全国市町村とのネットワークを活用した普及促進方策検討調査
・「多様な主体との連携を通じた地域資源活用のためのガイダンス」策

定（廃棄物処理システムに加えて、多様な関係者との連携を通じた地
域の循環資源活用の観点を追加したガイダンス）

施策へ反映
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水力発電

脱炭素産業資源循環連携主導型

メタン
発酵施設

農業連携モデル

住宅 中継施設

ソーラーシェアリング
地域の電源
として活用

施肥の
自動制御

し尿・
浄化槽
汚泥

事業所

施設園芸

CO2
貯留
タンク

CO2

CGS

地域エネ
会社

電力アグリゲート
ビジネス

世界最先端･最高水準
のグリーン製造プロセス

団地 メタン発酵+焼却
(コンバインドシステム)

ZEH・ZEB再エネ活用による
防災・減災拠点整備

公共施設等

熱需要の脱炭素化には、再エネ熱も活用しつつ
•電化（カーボンフリー電気が前提）
•カーボンフリー都市ガス（既存インフラ活用）
•排熱利用型地域熱供給（熱導管整備が必要）
の選択・組合せが地域ごとに必要ではないか

• オフライン熱輸送の可能性はどうか

メタン
発酵施設

公共施設
等

地域エネ
会社 農業

液肥
液肥散布車

液肥
タンク

可燃ごみ
（生ごみ
以外）

固形
残渣

ごみ･木質
複合発電施設

事業所

持続的な
農林水産業

↓
里地里山保全、
観光促進

液肥利用・
肥料散布
省力化

し尿・
浄化槽
汚泥

生ごみ

CLT

再エネビジネス
（バイオマス）

CGS

農業

農業

農業
残渣

農作物

畜産
家畜
ふん尿牧草

堆肥

住宅

液肥

地域内の
再生処理

地域資源の
一体的処理

地熱発電

農
林
水
産
資
源
連
携
主
導
型

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
連
携
主
導
型

製紙産業

鉄・その他
金属等

脱炭素を支える
材料・製品供給

チップ

スラグ

セメント

鉄・非鉄金属製品

液肥
タンク

液肥

農業

液肥散布車
液肥利用・
肥料散布
省力化

液肥

資源作物

資源化施設 資源ごみ

静脈産業
育成

：熱
：電気
：資源

：効果 (地域の資金流出減)
：効果 (地域の資金流入増)

：お金

焼却灰

資源化
施設

調整力とし
ての活用
(VPP等)

都市
ガス管

その他の
資源化物

住宅

事業所

小売店

融資

未利用材

地域
金融機関

太陽光パネル
の設置サービス

事業所住宅 飲食店

IoT、AIによるごみ
焼却のスケジュール・
制御の最適化

食品
廃棄物

EV収集車

地域
金融機関

静脈産業
育成

可燃ごみ
（生ごみ以外）

地域内の
再生処理

地域
金融機関融資

出資者
出資

配当

投資

オーガニック
素材をベース
とする素材
イノベーション

アレンジャー

投資家

グリーン
ボンド

高温
蒸気

再エネ由来電気が主
であるため化石燃料
削減(代替)効果の大
きい蒸気供給を選択

焼却施設

IoTを活用した分散型
エネルギーの統合制御

地域の
防災力向上・
強靭化

風力発電
再エネビジネス（風力）

林業

原料
集積基地 流木

地域の特性に応じた再エネ
が地域のオーナーシップ
で活用されている

農林水産業連携モデル

地域ユーティリティ産業連携モデル 地域製造業連携モデル

下水道管

インフラの
有効活用

下水処理
施設

・・

発電に影響
しないタービン
排気熱を活用

カセットバッテリー

分離
CO2

カーボンフリー
都市ガス

H2
配電･小売
ビジネス

木材加工・
販売

ESG
地域金融

林業
活性化

飛灰

焼却灰

再エネ大量導入が
実現されている

蒸気を
使う工場

可燃ごみ

再エネ
熱ビジネス

森林
整備費用

動植物性
残さ

バイオガス発電
の調整力として
の活用(VPP等)

可燃ごみ指定袋
などへのバイオプ
ラスチック利用

農林業機械
電化等

地域資源の
一体的処理

狩猟業

養殖での
加温等に活用

残滓
水産業

（内水面漁業・海面漁業）

ブランド化された
農林水産品
への資金の還流

食肉

農作物

肉片、
骨、革

水産残渣

ペットフード、
飼料、革クラフト

固形燃料

化石燃料代替
脱炭素化・

産業競争力向上

地域内の
エネルギー
融通

バイオマス・
リファイナリー

‧ ESG金融の拡大
‧ 脱炭素化プロジェ
クトの投資

一部産業の化石
燃料消費、調整電
源の大半の火力は
CCS/CCUが実装

金属産業

電炉 非鉄精錬
金属等の

高効率リサイクル
技術の開発

可燃ごみ

排水
処理

LNGｻﾃﾗｲﾄ

災害廃棄物
の受け入れ

災害廃棄物
の受け入れ

停電時も
自立稼働

地域の
強靭化

災害対応機能を強化した
地域エネルギーセンター

住宅

小売店

紙おむつ増
への対応

高齢者
ごみ出し
支援

少子高齢化
外国人共生社会

外国人
観光客増

地域エネ会社

カフェ・
直販所

燃料化施設

CNF

軽くて
丈夫な
代替素材

広域連携に
よる熱回収

まちの
賑わい施設

廃食油

温水

BDF精製

BDF

生ごみ

食品工場

水産業
（陸上養殖・
漁耕栽培）

地域産業創生

IoT、AIを活用した
収集作業の効率化

高温蒸気

地域エネルギー
事業連携

主導型に集約

脱炭素型
製錬技術

地域のエネルギー
収支改善

プラ・古紙

バイオガス

CCUS

焼却施設

炭素循環
プラント

3D
プリンター等
製造技術

フィードストック
リサイクル

原材料レベルへの
還元をベースとする
循環イノベーション

RE100工場

化学産業

プラスチック等の高度資源
循環技術の開発

プラント
活用技術
(前処理､
触媒等)

紙製品

メタン・エタノール等
の資源

H2

蒸気供給
インフラ

バイオ
プラスチック等
CCU由来
プラスチック等

資源ごみ

可燃ごみ

環境配慮型
製品

脱炭素
インフラ
への融資

事業所

化学繊維､塗料

既存動脈産業有効活用

資源循環産業
集積エリア

資源循環ビジネス
（廃棄物､食料､プラ等
の先進的リサイクル）

地域
金融機関

軽くて丈夫な
オーダーメイド
製品の提供

素材情報
デジタル化

感染症を踏まえた
非接触型回収

セメント
産業

分別への
AI活用

蓄熱輸送

資源循環分野からの地域循環共生圏モデルのイメージ図

技術実証等の必要性
２．熱利用の高度化
（化学蓄熱輸送）

技術実証等の必要性
１．熱利用の高度化

（熱の需給管理）

技術実証等の必要性
３．大規模メタン化

技術実証等の必要性
４．多様な資源循環への対応



ご清聴ありがとうございました。
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・循環型社会推進基本法における原則、「発生抑制、再使
用、再生利用、熱回収、適正処分」という優先順位を踏ま
え、バイオマスの利活用方法のひとつとしてメタンガス化の
導入を推進することを目的としたマニュアル

・主として地方自治体における廃棄物処理の担当者が、地
域特性を生かしてメタンガス化（エネルギー利用）を行う
に際して、廃棄物処理・資源化施設としての安全･安心な
運転を可能とする施設整備構想の立案化を支援すること
を目的としたマニュアル

廃棄物系バイオマス利活用導入マニュアル

●既存マニュアルは設計レベルのマニュアルが多い
・メタンガス化(生ごみメタン)施設整備マニュアル
・エネルギー回収型廃棄物処理施設整備マニュアル ほか

●廃棄物処理、資源化施設の整備に当たって、施設の
在り方（規模、種類、形式）や利用方法（需要の確
保）についての具体的な検討手法の提示が必要

 （１）本マニュアルの構成と利用方法

①対象自治体の設定

②都市規模による

バイオガス化の方向性

④災害廃棄物処理、

防災拠点としての整備

（２）計画条件の設定

⑤廃棄物系バイオマスの

賦存量、利用量の把握

⑥廃棄物処理

体系の整理

⑦資源化物等の

需要量の把握

（３）現状把握

⑧廃棄物系バイオマス

の利活用目的の設定

⑨バイオガス発生量、

生成物量の見通し

⑪対象バイオマス、対象地域、

生成物利用等の決定

（４）利活用案の設定

⑫バイオガス化

施設の検討

⑬バイオマス分別収集、

選別施設の検討

⑭生成物の利用、

処理方法の検討

（５）利活用システムの検討

⑮利活用事業化

手法の検討

⑯利活用システムの評価

⑰バイオマス利活用

計画の策定

事業の見直し（事後評価）

（６）利活用システムの

評価と計画策定

広域化に配慮した

対象自治体の設定

連携する社会インフラ施設概ねの対象バイオマスと

バイオガス化手法

バイオマスの利用可能量
廃棄物施設の更新必要性と時期

現状の分別収集体系
資源化物、エネルギー等

の需要量

バイオガス化手法

（乾式、湿式）

対象バイオマス

バイオガス発生量

生成物（エネルギー

含む）量の算定

バイオガス化方法

バイオガス化フロー

（設備の種類と規模）

物質収支、熱収支

事業形態（DBO,PFI等）

事業収支（IRR等）

分別収集、選別手法 資源化物等の利用

残渣等の処理、処分

エネルギー、経済性、温室効
果ガス削減等の評価指標を用

いた利活用目標の達成の評価

実施体制、

実施スケジュール

資源化物等の

需給バランス

対象バイオマスの選定

生成物の利用、処理方法

③他の社会インフラ

施設との連携
災害時の機能

⑩資源化物等の

需給バランスの検討

広域化を考慮した

検討（対象市町村

の検討）

廃棄物系バイオマス利活用の推進に際して

マニュアルの構成 40

廃棄物系バイオマス利活用導入マニュアル



・生ごみ等の廃棄物系バイオマスを対象とするメタンガス化
施設の整備を図ろうとする市町村等に必要な情報を提供
することにより、メタンガス化施設の適切かつ円滑な整備推
進を支援することを目的としたマニュアル

・主として地方自治体における廃棄物処理の担当者が、メ
タンガス化施設の整備に向けた具体的事項を検討するに
際して、必要な検討項目、考え方、最新の知見に基づく数
値情報等を提供

メタンガス化施設整備マニュアル

◆メタンガス化(生ごみメタン)施設整備マニュアル
（平成20年1月）

・策定当時から時間が経過し、焼却＋メタン発酵処理のコンバインド
システムの導入など、状況が大きく変化している。

◆近年のメタンガス化施設の導入事例を踏まえて、施設
規模の算定や処理設備の構成など、施設整備にあ
たって必要な最新の知見を提供する必要がある。

メタンガス化施設の整備にあたって マニュアル（改訂版）の主な内容

１．メタンガス化に係る基本的事項
の確認

２．計画条件の調査

３．メタンガス化施設の構成設備

４．メタンガス化施設の運転管理上の留意点

＜メタンガス化施設整備計画策定の検討手順＞

メタンガス化施設の適切かつ円滑な整備推進

◆処理フロー
◆処理能力
◆処理対象物の検討
◆稼働時間
◆バイオガスの回収
◆発酵残渣の取扱
◆環境対策
◆安全対策
◆関連法規

◎現状把握 ◎処理対象物の種類、発生量
◎計画ごみ質 ◎回収体制 ◎他の処理システムに与える影響

●受入供給設備 ●前処理設備 ●メタン発酵設備
●バイオガス前処理設備・貯留設備・利用設備
●発酵残渣処理設備 ●脱臭設備

◇臭気対策 ◇維持管理コストの抑制 ◇搬入物の変動への対応
◇安定稼働上の留意事項 ◇エネルギー回収・利用上の留意事項

バイオガス

発酵対象物

選別残渣

発酵残渣

処理対象物

前処理設備
（破砕、選別）

（脱水）

脱水ろ液脱水固形物

メタン発酵設備

脱水ろ液処理

精製・
貯蔵

発酵対象物を含
むごみ

発酵対象物が少
ないごみ

ごみ焼却設備

例）処理フローと
規模設定の
ポイント
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メタンガス化施設整備マニュアル（改訂版）



市町村が整備する一般廃棄物焼却施設は、地域
のエネルギーセンターとしての性格を併せ持っており、
市町村のエネルギー政策を考えるうえで、核となる
施設である。
市町村自らが地域のエネルギー政策を考え、取組
みを始める動きが増えてきており、今後の廃棄物政
策の温暖化対策の重要なテーマになる。

廃棄物エネルギーの地域での利活用に向けて マニュアルの主な内容

廃棄物エネルギーの利活用について、市町村の先
進的な導入事例を踏まえながら、方策の選択肢の
考え方等を整理して、情報提供する。

廃棄物エネルギー利用高度化マニュアル

廃棄物エネルギーを電力や熱として地域で有効
利用することにより、地域の活性化・低炭素化に資
する“地域のエネルギーセンター”として、廃棄物
処理施設を位置づけることが求められている。

高度化
方策

メニュー

個々の施設及び複数施設での高度化方策につ
いて、技術概要、導入効果（先進事例）等を紹介

◎先進的設備導入等による増強・高効率化
例）高温高圧ボイラ、低空気比燃焼

◎コンバインド処理による増強・高効率化
例）焼却施設とメタン発酵施設

◎個々の施設における安定供給
例）災害時の安定供給

◎個々の施設における有効利用
例）電力の自家消費、地域熱供給事業

◎施設の集約・大規模化等による増強・高効率化
例） 広域処理

◎廃棄物発電のネットワーク化による増強・安定
供給・有効利用
例）地域ｴﾈﾙｷﾞｰ事業会社によるﾈｯﾄﾜｰｸ

ごみの流れ
エネルギーの流れ

地域のエネルギー拠点としてのごみ焼却施設（イメージ）

個々の施設での高度化

複数施設での高度化

今後の
方向性
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廃棄物エネルギー利用高度化マニュアル



◆利活用計画策定の手順やポイントを示した
「廃棄物エネルギー利活用計画策定指針」（平成31年4月）を策定しました．

廃棄物エネルギー利活用計画
策定指針

平成31年4月
環境省環境再生・資源循環局

廃棄物適正処理推進課

１．背景と趣旨
（１）廃棄物エネルギーの利活用の必要性

（２）廃棄物エネルギーの利活用による地域貢献に向けて

２．廃棄物エネルギー利活用計画とは
（１）計画の意義

（２）計画の位置付け

（３）廃棄物エネルギー利活用計画と他の関連計画との関係

（４）廃棄物エネルギー利活用計画策定に係る関係者との関係

３．計画策定の対象とする市町村等

４．廃棄物エネルギー利活用計画策定の概要

５．利活用計画の検討
（１）ごみ処理及びエネルギー利用の現状

（２）エネルギー利活用の方針

（３）供給可能なエネルギーの種類と量

（４）エネルギー供給先の検討・選定

（５）スケジュール調整・検討

〔参考となる計画・マニュアル等〕〔用語集〕参考資料

環境省HPで公開
http://www.env.go.jp/recycle/misc/guide
line/rikatsuyo-shishin.html

廃棄物エネルギー利活用計画策定指針について
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◆エネルギー利活用の検討
 越谷市による地域活性化拠点施設へのエネルギー供給を中心に
周辺エリアでのエネルギー供給拠点としての方向性を検討

東埼玉資源
環境組合
第一工場

 検討の結果、電力自営線と熱導管による地域活性化拠点施設及び周辺公共施設への
エネルギー供給に優位性。

◎地域活性化拠点施設等のエネルギー調達に伴うCO2排出量削減効果（試算）－1.4 千t-CO2/年
◎地域経済効果（地域活性化拠点施設等のエネルギーコスト削減）（試算） －31～36百万円/年

熱 電気
電気 電気

廃棄物エネルギー利活用計画策定モデル事業（越谷市）
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